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＜お産難民＞
平成 19 年は産婦人科医師不足が臨床現場に実質的な問題を噴出させ
た年でした．学会認定の流行語大賞は，“医療危機”や “医療崩壊”を押
さえて“お産難民”で決まりでしょう．メディアの切り口はさまざまで
すが，文字通り枚挙に遑がないほど多くの番組や紙面で取り上げられた
のはご存知の通りです．
学会も手を拱いていたわけではありません．理事長が先頭となり，厚
労大臣，東京都知事を始め政府，関係官省庁に働きかけ，同時に“産婦
人科医療提供体制検討委員会”からの緊急提言の発信，サマースクール
の開校，産婦人科紹介のDVDの作製，ニュースレターの発行など，考
え付く限りの手段を駆使して難局の打開に向けた活動を精力的に行いま
した．それに加え，草の根運動ともいうべき，会員 1人 1人の現場から
の声も効いたと思います．厚労省も漸く重い腰を上げ，事態の改善のた
めのいくつかの施策を打出しました．
そして，今年，「産婦人科医療環境の景況見通しは？」と聞かれると，
客観的には“底這い”と答えざるを得ないのでしょうが，個人的な希望
的観測を述べさせていただくなら，“若干でも明るさが見える”年にし
たい，いや，しなければならないと考えています．
患者さんや一般の人達からも産婦人科医療の現状に理解を示す言葉が
聞かれるようになった今こそ，手を緩めずに活動を続行しなければなり
ません．労働環境と処遇の改善を，渦中にいるわれわれ自身がより一層
力を込め，声を高めて要求するときがきたといえるでしょう．

（岡井 　崇）
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